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⼼理的要因（元々、⼈間が持っている認知・⼼理・⾏動上の特性・エラー）

…
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“インフォデミック”の背景と特徴

確証バイアス スケープゴーティング 善意のパラドックス

情報環境の変化（市⺠が誰でも世界中に情報発信・拡散できる情報技術環境）

…
※ PF：ニュース情報の集約・編成を担うプラットフォームサービス、SNS：ソーシャルネットワークサービス

PF/SNS普及 新興メディアの勃興

近年のインフォデミックの特徴

… エコチェンバー現象 国境/⾔語の壁を超えた真偽不明情報の拡散

伝統メディアの影響⼒低下

差別・偏⾒の助⻑ 憎悪・対⽴の激化 信頼・権威の低下⾵評被害/健康被害
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ファクトチェック (Fact-checking) とは

「ローマ教皇がトランプ候補を支持した」

（2016年に拡散した事例。WTOE5 NEWS より）（ファクトチェック サイトsnopes.comより）

社会に広がった真偽不明の情報・⾔説について事実に基づいているかどうかを調べ、
根拠・証拠を⽰して、真実性・正確性の検証結果を発表すること
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ファクトチェック (Fact-checking) とは
社会に広がった情報の真偽検証

(アイコンはsnopes.comのレーティングより)
（ファクトチェック サイトsnopes.comより）

検証対象

根拠

レーティング
(正確性評価)

誤情報の可視化 / 脱⼒化



5

プラットフォーマーによる警告表⽰
「農薬が散布された草木を食べて腫瘍だらけに」

「間違い。虫刺されによるウイルス感染などが原因」

ファクトチェック



6https://reporterslab.org/fact-checking/
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世界のファクトチェック団体の推移

(出所：Duke Reportersʼ Lab）

(2021.5現在)
307

主なアジア諸国
・インド：22
・インドネシア：9
・フィリピン：4
・⽇本：3（InFact、
毎⽇新聞、FIJ）

https://reporterslab.org/fact-checking/


ファクトチェックの国際的な基本原則

①⾮党派性・公正性
②情報源の透明性
③財源・組織の透明性
④⽅法論の透明性
⑤明確で誠実な訂正

Nonpartisanship and Fairness

Transparency of Sources

Transparency of Funding and Organization

Transparency of Methodology

Open and Honest Corrections

国際ファクトチェックネットワーク の Code of Principles（2016年制定）
International Fact-Checking Network(IFCN) = 各国のファクトチェック団体の連合組織

継続的にファクトチェック活動を⾏い、Code of Principlesなどの審査基準
を満たした91団体(媒体)が加盟（⽇本からは未加盟）

https://ifcncodeofprinciples.poynter.org/signatories より

https://ifcncodeofprinciples.poynter.org/signatories


アジアのファクトチェック
韓国のケース

• 国⽴ソウル⼤ファクトチェックセンター
（2017年設⽴）に 新聞社、放送局、
ネットメディア計30社 が加盟、ファク
トチェック活動を恒常的に実施（IFCN加
盟は1社）

• NAVARがニュースサイトにファクト
チェック⼀覧ページを設置。検索結果の
ファクトチェック結果表⽰も導⼊

• テレビのファクトチェック番組も⼈気
• 放送記者協会主催のファクトチェック・
コンテンストに多数の市⺠が応募参加

https://news.naver.com/main/factcheck/main.nhn より

https://news.naver.com/main/factcheck/main.nhn


アジアのファクトチェック
台湾のケース
• 台湾ファクトチェックセンター（2018年
設⽴）、MyGoPenなど複数のファクト
チェック団体が恒常的に実施

• 2社がIFCN加盟。Facebookの第三者機関
として検証結果を表⽰

• テレビ局と連携し、ファクトチェック団体
の検証結果を放送

• LINE台湾がファクトチェック特設ページ
で真偽不明情報を募集

• 市⺠参加型ファクトチェックのチャット
ボットサービス（Cofacts）が普及

• Google検索に検証結果を表⽰
https://fact-checker.line.me/ より

https://fact-checker.line.me/


ファクトチェックの普及を通じて
誤情報に対する社会の免疫⼒を強める

⽇本におけるFIJのファクトチェック普及活動
⽇本はファクトチェックの担い⼿不⾜・認知不⾜

ファクトチェックの担い⼿拡⼤

⽀援・ネットワーク構築

真偽不明情報の増⼤
対⽴・分断の拡⼤

表現の⾃由・⺠主主義の危機

メディア・ジャーナリスト・研究者・テクノロジー企業
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（2017〜）



新型コロナ特設サイト

Yahoo!ニュース、LINEニュース、
グノシー、gooニュースに掲出



新型コロナ・ファクトチェックの国際協⼒

122020.2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

ピークは2020年3⽉中旬、142件/⽇

国際ファクトチェック・ネットワーク
International Fact-checking Network



新型コロナを中⼼とした国際協⼒プロジェクト
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（⽇本財団助成事業）

河野防衛相がTwitterで
台湾からのマスク寄贈に⾔及？

ノーベル賞学者 本庶教授が
｢コロナは中国の⼈造ウイルス｣と発⾔？



新型コロナを中⼼とした国際協⼒プロジェクト

14

IFCNのファクトチェック・データベース

https://www.poynter.org/ifcn-covid-19-misinformation/



韓国・台湾の団体との交流・連携
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▼台湾ファクトチェックセンター
編集⻑がオンライン講演
（9⽉12⽇オンライン開催FIJセミナー）

▲SNUファクトチェックセンター
事務局⻑が講演
（1⽉11⽇開催FIJセミナー）



ファクトチェック⽀援システムの狙いと⾻格
疑義⾔説の捕捉 → ファクトチェックの容易化 → 質・量の向上
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システム構築の経緯

設⽴

沖縄県知事選プロジェクトで初運⽤

2017

2018
疑義⾔説収集システムの開発スタート

2019

2020

FCC疑義⾔説
収集システム

Claim
Monitor

疑義⾔説
データベース

2018年：試作も運⽤中⽌
2019年：Facebookグループで代⽤
2020年：2代⽬のシステムを運⽤中

FactCheck
Navi

ウェブアプリ ローンチ



ClaimMonitor (疑義⾔説データベース)

FCCシステムで情報収集
ウェブの⼊⼒フォームで登録

Slack通知
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（トヨタ財団助成事業）
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ClaimMonitorの情報を⼿掛かりに
メディアパートナーが調査、記事化

ClaimMonitorの記事化活⽤事例



ファクトチェック⼀覧の情報発信 （KDDI財団助成事業）



2代⽬ClaimMonitorの疑義⾔説捕捉件数
2020年：計2615件=1⽇約7件

(2021年1⽉1⽇現在）



FIJメディアパートナーのファクトチェック記事数
2020年：計164本=1ヶ⽉13.7本2019年：計34本=1ヶ⽉5.7本



市⺠・専⾨家の協働モデル

メディア・専⾨団体
（ファクトチェッカー）

個⼈の担い⼿
（ファクトチェックアソシエイト）

Ø真偽不明情報のモニタリング・捕捉
Ø予備的な調査（疑義の有無の調査）

Ø専⾨的な調査、真偽判定
Ø⼀般向け検証コンテンツの制作・配信

企業
など

⽀援

⽀援 育成

連携



今後のインフォデミック対策の⽅向性
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誤情報／偽情報は撲滅できないし、直接規制は不適切

⺠間の多様な担い⼿によるファクトチェック（真偽検証）

誤情報／偽情報に対する社会の免疫⼒を強化

プラットフォーム・SNS事業者との連携による拡散防⽌策
学術研究による有効な対応策

誤情報／偽情報の可視化・実態把握

市⺠のメディア情報リテラシー向上




